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１ 国際物流１．国際物流

海上の荷動きと貿易額海上の荷動きと貿易額
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港湾の種類と配置
稚内

紋別
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都道府県 市町村 港務局
一部
事務組合

計

国際戦略港湾 5 1 4 0 0 5 －

むつ小川原

十勝

苫小牧

室蘭

函館

国際拠点港湾 18 11 4 0 3 18 －

重 要 港 湾 103 83 16 1 3 103 －

（うち避難港） (35) (29) (6) (0) (0) (35) －
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世界の海上荷動量の推移
○世界の海上荷動量は、1970年台のオイルショックを除き、全体として増加傾向。

兆ﾄﾝﾏｲﾙ
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第 次石油シ ク
67:第三次中東戦争 01：中国WTO加盟
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コンテナ 三大バルク貨物

世界の海上荷動量の貨物構成

１３．１億トン、１６％ とうもろこし

大豆

小麦

三大バルク貨物

穀物
３．８億トン、５％

鉄鉱石
８．５億トン、１０％

世界の世界の
全海上荷動量全海上荷動量 ドライバルク

３８．６億トン、４７％

原料炭
２．１億トン、３％

一般炭
５．７億トン、７％

石炭
７．８億トン、１０％

コンテナ
石油

製品

ガス

3%

８２億トン８２億トン

３８．６億トン、４７％

マイナーバルク ※
１１．１億トン、１３％

５．７億トン、７％

16%

鉄鉱石

10%

原油

24%

製品

10%その他ドライ（自動車・大型機械等）
８．０億トン、１０％

構成比

穀物
5％

石炭

9%ﾏｲﾅｰ

ﾊﾞﾙｸ

13%

その他

ドライ

10%液体（リキッド）バルク
３０．５億トン、３７％

原油
２０．０億トン、２４％

石油製品 （ガソリン・軽油等）
８ ０億トン、１０％

バ ﾞ

出典：日本海運集会所「日本郵船調査グループ編 2009 Outlook for the Dry‐Bulk and Crude‐Oil Shipping Markets」をもとに国土交通省港湾局作成

８．０億トン、１０％

ガス （LNG・LPG等）
２．５億トン、３％

※マイナーバルク：ﾎﾞｰｷｻｲﾄ・ｱﾙﾐﾅ・燐鉱石・砂
糖・油糧種子・油糧粕・コメ・肥料原料・塩・ｾﾒﾝ
ﾄ・ｸﾘﾝｶ・石炭ｺｰｸｽ・鉄ｽｸﾗｯﾌﾟ・ﾏﾝｶﾞﾝ鉱石・鋼
材・林産品・大豆粕・銑鉄・還元鉄
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合計： 14兆9 943億ドル 4.4倍
世界の貿易額（2010年）（対1990年比）

2.6倍

6,186億ドル (4%)

（％）はシェア

合計： 14兆9,943億ドル 4.4倍
2010年データ 1990年比

アジア域内

2兆3,085億ドル (15%) 8.2倍

○倍は1990年比を示す

欧州 北米

アジア9 705億ドル (7%) アジア9,705億ドル (7%)

4.6倍

1兆0,817億ドル (7%)

上記以外

3.4倍

上記以外

・欧州・北米・その他地域内
・欧州～その他
北米 その他

アジアに関係する
貿易額

6兆1,805億ドル (41%)
3 9倍

1兆8,198億ドル (12%)

8.7倍

・北米～その他

8兆1,952億ドル(55%)
その他地域

○アジア：日本 中国 韓国 台湾 香港 シンガポール タイ マレーシア インドネシア フィリピン ブルネイ ベトナム ラオス ミャンマー カンボジア

6.0倍
3.9倍

出典：ジェトロ「世界貿易マトリクス（1990）（2010）」より国土交通省港湾局作成

○アジア：日本、中国、韓国、台湾、香港、シンガポ ル、タイ、マレ シア、インドネシア、フィリピン、ブルネイ、ベトナム、ラオス、ミャンマ 、カンボジア
○北米：アメリカ、カナダ、メキシコ
○欧州：EU27 ただし1990年はEU25
○その他地域：上記以外
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2010年 合計： 1億5 215万TEU

世界の国際海上コンテナ荷動量

2010年

298(1.9%)

合計： 1億5,215万TEU

欧州 北米
260(1.7%)

561(3.7%) 682(4.5%)

1,359(8.9%) 1,369(9.0%)

上記以外

・その他東西航路 1 930(12 7%) 東アジア域内

東アジア

・その他東西航路 1,930(12.7%)
・その他南北航路 2,581(17.0%)
・欧州・北米・その他地域内 1,237(8.1%)

東アジア域内

4,940(32.5%)

○東アジア 日本 韓国 中国 台湾 シア リピン ベトナム カンボジア シンガポ ル レ シア タイ インドネシア 単位 万TEU

出典：日本郵船資料より国土交通省港湾局作成

○東アジア：日本、韓国、中国、台湾、ロシア、フィリピン、ベトナム、カンボジア、シンガポール、マレーシア、タイ、インドネシア
○北米：アメリカ、カナダ
○欧州：スカンジナビア諸国、北欧州諸国、バルト３国、中東欧諸国、西地中海諸国、黒海諸国、東地中海諸国、北アフリカ諸国
○その他地域：上記以外

単位：万TEU

（ ）内はシェアを示す
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我が国の貿易量・貿易額の構成比
身の廻りの製品の輸入依存が
増加（輸 製品 割合※）

資源・エネルギー・穀物の
大半は海外に依存

海上
(コンテナ)

40 4% 総貿易額

海上
（非コンテナ）

35 6% 鉄鉱石鉄鉱石
41% 90%

DVD等

増加（輸入製品の割合※） 大半は海外に依存

あらゆる製造業の
材料 設備とし40.4% 総貿易額

約134兆
円

35.6% 鉄鉱石鉄鉱石
輸入輸入100%100%2000年 2010年

掃除機

材料・設備として
不可欠

海上
(コンテナ)

航空
0.3%

航空
23.9% 石炭石炭

輸入輸入99.3%99.3%

29% 76%

掃除機

2000年 2010年

製鉄や発電に
不可欠

(コンテナ)
11.3%

大豆大豆

年 年

17%
63%

洗濯機 食品産業に
不可欠

（大豆は食用油
の原料 大豆粕

総貿易量

約12億

日本の貿易量の

99 7％は

電子レンジ
海上（非コンテナ）

大豆大豆
輸入輸入93.9%93.9%

17%

2000年 2010年

の原料、大豆粕
は飼料の原料）

肉類の生産に

約12億
トン

99.7％は

港を通じた海上輸送

電子レンジ

31% 83%
電子レンジ

1999年 2005年

94%36%

2010年

出典
・総貿易額 ： 2011年財務省貿易統計
・総貿易量 ： 2010年港湾統計

・海上コンテナ・海上非コンテナ・航空貨物の比率 ：
貿易額：2011年財務省貿易統計
貿易量：財務省「輸出入貨物の物流動向調査結果」

88.4%

とうもろこしとうもろこし
輸入輸入100%100%

肉類の生産に
不可欠
（とうもろこしは
飼料の原料）

電子レンジ

2000年1999年 2005年2010年

出典：石炭 ： 経済産業省「エネルギー白書2011」
鉄鉱石 ： 日本鉄鋼連盟「鉄鋼統計要覧2011」
大豆・とうもろこし ： 農林水産省「食料需給表（平成22年度概算値）」

貿易量：財務省「輸出入貨物の物流動向調査結果」
（2008年9月22日～9月28日）

「家電産業ハンドブック2011」（（財）家電製品協会）より算出

※輸入製品の割合＝輸入量÷国内供給量×１００、 国内供給量＝生産量＋輸入量－輸出量〔中小企業金融公庫調査部（2001.6）〕

2000年
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我が国と各国（中国・米国・韓国）との貿易額のシェアと推移

我が国の貿易総額に占める対中国・香港の貿易総額のシェアは 2004年に対米国分我が国の貿易総額に占める対中国・香港の貿易総額のシェアは、2004年に対米国分
を上回り、現在は中国（香港含む）が我が国最大の貿易相手国となっている。

27.8%
30.0%35 

20 4% 20 3% 20 8%

23.4% 23.7%

27.8%
26.9%

25.0%
24.5%

23.4%

20 5%

25.0%
30 

15.1%

17.0%

19.2%

20.1%
20.4% 20.3% 20.8%

20.1%

20.5%

18.6%

20.0%

20 

25 

12.2% 12.4%
13.3%

17.8% 17.4%

16.1%

13.9% 13.5%
12.7%

15.0%

15 

兆
円

4.1%
5.3%

6.0% 5.6% 5.8% 6.2% 6.5% 6.4% 6.3% 6.1%
5.8% 6.1% 6.2%

5.0%

10.0%

5

10 

0.0%

5.0%

0 

5 

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

出典：財務省「貿易統計」より国土交通省港湾局作成

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

対中国・香港輸出入額合計 対米国輸出入額 対韓国輸出入額

対中国・香港シェア 対米国シェア 対韓国シェア
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日本の港湾取扱貨物量の推移と予測
○日本の港湾における全体の貨物取扱量は高度成長とともに増加し、1990年台からほぼ横ばい。今後、ほぼ横ばい
～やや増加するものと想定される。
○一方、外貿貨物については、製造業の国際分業の進展などにより、一貫して増加しており、今後とも増加傾向が続
くものと想定される。
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（万ＴＥＵ）（万ＴＥＵ）
全国計（左目盛） 全国計：１９８９年～２０１１年

国内各港の外貿コンテナ取扱個数の推移

1,751 
414
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1,800

2,000
全国計（左目盛）
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全国計：１９８９年～２０１１年
約２．５倍
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出典：港湾統計（年報）及び国土交通省港湾局調べ 11



１ 国際物流１．国際物流

TPP等による経済連携TPP等による経済連携
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ＴＰＰ等の経済連携の現状

出典： 内閣官房資料 13



各国のＥＰＡ／ＦＴＡの進捗状況

出典： 内閣官房資料 14



ＥＰＡ／ＦＴＡの先行による競争環境改善

出典： 内閣官房資料 15



１ 国際物流１．国際物流

日本の人口減少日本の人口減少

16



日本の総人口の減少

出典： 内閣官房資料 17



１ 国際物流１．国際物流

産業空洞化産業空洞化
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産業空洞化

出典：産業構造審議会通商政策部会（第１３回） 経済産業省 19



○企業が海外移転する理由としては、我が国の事業コストの高さにある。

企業の海外展開の理由
業 海 移転す 由 、我 国 事業 高 あ 。

●企業の海外展開の理由

出典：経済産業省「我が国の産業競争力に関するアンケート調査（2010年１～２月）」（ｎ＝283社）
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産業立地コスト
○アジア諸国と比較して、我が国の産業立地コストは高い状況である。諸国 較 、我 国 産業 高 状況 あ 。

●アジア主要都市の産業立地コスト（横浜＝100とした場合）

ソウル 北京 広州 ハノイ バンコク ﾊﾞﾝｶﾞﾛ ﾙソウル
（韓国）

北京
（中国）

広州
（中国）

ハノイ
（ﾍﾞﾄﾅﾑ）

バンコク
（タイ）

ﾊ ﾝｶ ﾛｰﾙ
（インド）

工業団地購入価格
１６ ４ ５ ５ ５

工業団地購入価格
１㎡あたり

１６ ４ ５ － ５ ５

産業用電気料金
３８ ６１ ３７ ２１ ８４ ６９

１kWhあたり
３８ ６１ ３７ ２１ ８４ ６９

産業用水道料金
1㎥あたり

２ １９１ ８２ ８２ ６１ ２７６
1㎥あたり

出典：「第21回アジア主要都市・地域の投資関連コスト比較」（2011年４月日本貿易振興機構海外調査部）より国土交通省港湾局作成 21



設備投資の方向性

22出典：平成23年度 ものづくり基盤技術の振興施策（経済産業省、厚生労働省、文部科学省）



中国の台頭と日本・米国の存在感の低下

出典：平成23年度 ものづくり基盤技術の振興施策（経済産業省、厚生労働省、文部科学省） 23



海外設備投資・海外生産比率の高まり

出典：平成23年度 ものづくり基盤技術の振興施策（経済産業省、厚生労働省、文部科学省） 24



海外展開の進展と国内資源の関係

出典：平成23年度 ものづくり基盤技術の振興施策（経済産業省、厚生労働省、文部科学省） 25



１．国際物流１．国際物流

総合物流施策大綱総合物流施策大綱
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総合物流施策大綱

総合物流政策大綱総合物流政策大綱
平成９年４月４日 閣議決定

新総合物流政策大綱新総合物流政策大綱
平成１３年７月６日 閣議決定

総合物流政策大綱（2005 2009）総合物流政策大綱（2005-2009）
平成１７年１１月１５日 閣議決定

総合物流政策大綱（ ）

27

総合物流政策大綱（2009-2013）
平成２１年７月１４日 閣議決定



１ 国際物流１．国際物流

港湾手続関係業務等港湾手続関係業務等

28



シングルウィンドウの推進について

（１）港湾関連手続一覧とその申請先（１）港湾関連手続 覧とその申請先

税関

・乗組員情報

・旅客情報

船用品情報

・入港通報・乗員名簿

・旅客に関する事項の報告

・入港届【外】

・船用品目録

・シフト情報
【外】

・出港届【外】

・とん税及び

特別とん税納付申告

申請先 事前登録 入港前手続 入港届 移動届 出港届

・船用品情報 特別とん税納付申告

入国管理局

・乗組員情報

・旅客情報

・入港通報【外】

（乗員・乗客情報）

・入港届【外】

（乗員・乗客情報）

・出港届【外】

（乗員・乗客情報）

・係留施設等使用許可申請書 ・入港届 ・出港届

・船舶管理情報

・船舶基本情報

港湾管理者
係留施設等使用許可申請書 入港届

・入出港届

出港届

港長

・停泊場所指定願

・危険物荷役許可申請

・危険物運搬許可申請【内】

・入港届

・入出港届

・移動許可申請

・移動届

・出港届

・事前通報

・船舶運航情報

港長
・係留施設使用届

・移動許可申請 ・事前通報

海上交通

センター

・航路通報 ・航路通報

保安部署
・乗組員情報

・旅客情報

・船舶保安情報【外】

（乗員・乗客情報）

地方運輸局
・保障契約情報【外】

検疫所
・乗組員情報

・旅客情報

・入港通報・乗員名簿

・乗客名簿【外】

・検疫通報【外】

・入港届【外】

（明告書含む）

【外】外航船のみの業務
【内】内航船のみの業務

29

【内】内航船のみの業務



（２）課題及び対応

これまでの入港 電子申請システム化による入港これまでの入港 電子申請システム化による入港

輸出入及び港湾手続関係業務は、船舶の入出港に関するも
の、通関に関するもの、検疫に関するもの、出入国に関する
もの等、複数の行政機関が関係しているため、

・統合電子申請システム

の構築（ｼﾝｸﾞﾙｳｨﾝﾄﾞｳの構築）

２つの側面か
ら、港湾手続きもの等、複数の行政機関が関係しているため、

・各行政機関毎に書類を作成し、窓口へ提出

・各行政機関へ提出する重複記入項目が多い

・システム化されても連動されていない 等

の構築（ｼﾝｸ ﾙｳｨﾝﾄ ｳの構築）

・申請様式の統一化・簡素化
の簡易化・迅速
化に取り組んで
きた。

システム化されても連動されて な 等

の課題があった。

行政
機関等

行政
機関等

行政
機関等

行政
機関等

船舶
代理店等

船舶
代理店等

行政
機関等

行政
機関等
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○港湾手続については、平成１１年に港湾管理者及び港長に係る入出港手続等を対象として、電子申請システム（港湾EDI）を構

（３）経緯

築し運用を開始。
○ユーザの立場からは、各々のシステムに個別にアクセスし申請を行う必要があることから、同種類の申請を複数のシステムに入
力する負担が大きかった。
○これらニーズを踏まえ、平成２０年に港湾EDIシステムと税関システム（NACCS）を統合した「統合NACCS」を構築したところ。

乗員上陸許可
支援システム
（入国管理）

検疫所
（検疫手続）

JETRAS
（貿易管理）

平成20年10月まで 平成20年10月から現在 平成25年10月（予定）

（入国管理）

港湾EDI

FAINS
（食品衛生）

（貿易管理）

統合NACCS

FAINS
（食品衛生）

PQ-NETWORK
（植物検疫）

（港湾EDI、税関手続、
検疫手続、入国管理、
貿易管理）

統合NACCS

港湾EDI
（港湾手続） NACCS

（税関手続）

（食品衛生） （植物検疫）

改
善

発
展

輸出入ｲﾝﾀｰﾌｪｰ
ｽｼｽﾃﾑ

PQ-NETWORK
（植物検疫）

府省共通ポータル
（統一電子申請窓口）
【平成20年10月～】

ANIPAS
（動物検疫）

関係省庁システムへの更なる統合へ

申請者

×申請窓口やﾍﾙﾌﾟﾃﾞｽｸが複数存在

ANIPAS
（動物検疫）

申請者

旧シングルウィンドウの課題 現行シングルウィンドウで実現

申請者

○全ての関係省庁システムを一元化

○ 府省共通ポータルもNACCSに統合され、シ

ステムが一層スリム化

○データベースの統廃合により効率的となる

運用 情報管理× 申請窓口やﾍﾙﾌ ﾃ ｽｸが複数存在

× 各府省毎に申請者のID・パスワードを設定

× 各府省毎に入力項目や入力コード等を設定

・・・等

○ 申請窓口・ﾍﾙﾌﾟﾃﾞｽｸを一元化

○ 申請者のID・パスワードを統一

○入力項目名や入力コード等の共通化

・・・等

運用・情報管理

○運用・保守の一元化により、システムの安定

性が更に向上

・・・等
31



コンテナ物流情報サービス（Colins）について
○コンテナ物流全体での「港湾のサービス水準の更なる向上と国内外をつなぐ効率的・低炭素型のシームレス物流網○ ンテナ物流 体 港湾 サ 水準 更なる向 国内外を なぐ効率的 低炭素型 シ 物流網
の形成」を目指すため、平成２１年度からの３年間で、民間事業者による自立的・継続的な事業の展開に向けた官民
一体となって取り組むモデル事業を核とする「コンテナ物流の総合的集中改革プログラム」を実施。
○その中の具体的な取り組みの一つとして、港湾物流情報化推進のため、コンテナ物流情報サービス(Colins)を構築。

○混雑ｳｪﾌﾞｶﾒﾗ画像
○搬出可否情報

各ﾀｰﾐﾅﾙのｼｽﾃﾑから提
供される輸入ｺﾝﾃﾅ搬出

○混雑ｳｪﾌ ｶﾒﾗ画像

港頭地区に設置したウェ
ブカメラ画像をリアルタイ
ムに提供 供 輸 ﾅ搬

可否情報を表示。
ムに提供。

○船舶動静情報

各タ ナ 港湾管理
○ｹﾞｰﾄｵｰﾌﾟﾝ時間情報

ターミナルオープン時間な
ど 各ﾀ ﾅ お知ら 掲

各ターミナル、港湾管理
者、AISから提供される船
舶動静情報を表示。

どの各ﾀｰﾐﾅﾙのお知らせ掲
示板。

○貨物トラッキング情報

貨物位置情報を表示。

•コンテナ物流情報サ ビス（Colins）は タ ミナルオペレ タ 荷主 海貨事業者 運送事業者等の 関係事業者間で一元的にコンテナ物流•コンテナ物流情報サービス（Colins）は、ターミナルオペレーター、荷主、海貨事業者、運送事業者等の、関係事業者間で一元的にコンテナ物流
情報を共有化するための会員登録制のウェブサイト型の情報システム。

•国土交通省港湾局によりシステム開発及び運営（２０１０年４月からサービス開始）。
•多様な関係者が必要な情報をリアルタイムに共有することにより、情報が可視化され物流業務の効率化、高度化に資する。
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（２）コンテナ物流情報共有に関する様々な課題

コンテナ物流関係社が必要な情報を共有できないコンテナ物流関係社が必要な情報を共有できない 関係社が必要な情報を一元的に共有できます。関係社が必要な情報を一元的に共有できます。
現在のコンテナ物流では、各ターミナルが個別に情
報を共有しているため 物流事業者は分散した情報

輸入コンテナのCY搬出可否情報、船舶動静情報など、
いままで個別に提供され分散していた情報を集約し 関効果

１

報を共有しているため、物流事業者は分散した情報
にそれぞれアクセスしなければなりません。

また、運送事業者は港湾情報を直接得ることが出来
ない場合があり、情報入手の遅れがトラブルや輸送
率低下の原因となっています。

いままで個別に提供され分散していた情報を集約し、関
係事業者同士が同じ情報を共有できるようになることで、
状況の把握や連携が容易になります。

情報伝達上のトラブルを減らし、コンテナ物流のスムー
ズな流れを実現することができます。

課題

１

効果

膨大な問い合わせがターミナル業務に支障を来す膨大な問い合わせがターミナル業務に支障を来す 業務の負担が大幅に軽減します。業務の負担が大幅に軽減します。
刻々と変化する情報を得るため、ターミナルには電
話による問い合わせが多数寄せられ、その対応業務
に追われています。課題

Colinsにアクセスすれば、目的の貨物の必要な情報が
いつでも入手可能になり、コンテナターミナルへの問い合
わせや確認が不要になります。

２
に追われています。

運送事業者側も、貨物ごとに確認を行う手間や、問
い合わせに必要な待ち時間など、効率の悪い作業を
行わなければなりません。

２ 今まで負担のかかっていた問い合わせ業務などを大幅
に減少し、輸送効率の向上や業務の時間短縮が図れます。

効果

３

ゲートトラブルによる渋滞の増加ゲートトラブルによる渋滞の増加 環境に優しく無駄の少ない輸送を行えます。環境に優しく無駄の少ない輸送を行えます。
コンテナターミナルのゲートや周辺道路では、書類
の不備や、混雑、休業などのゲートの状況が把握しに
くく、運送事業者による適切な配車が難しいため、輸
送車両の集中などを原因とする渋滞が頻発しており

課題

３

ウェブカメラの画像や、提供される様々な情報で、ターミ
ナルや貨物の現在の状況が直接確認できるので、混雑を
回避し、待機時間の少ない計画的な配車を行うことが可能
となり 周辺道路の渋滞の緩和や環境負荷の低減が期待３送車両の集中などを原因とする渋滞が頻発しており、

その解消が課題となっています。
３ となり、周辺道路の渋滞の緩和や環境負荷の低減が期待

できます。
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Colinsの新たな取り組み：鉄道貨物システムとのシステム接続について

○Colinsは、港湾内のコンテナ物流情報を基本的に対象にしているが、サプライチェーンマネージメントの観点から内陸
輸送も含め 物流情報 可視化が望まれ る輸送も含めて物流情報の可視化が望まれている。
○そこで、JR貨物が所有する鉄道コンテナ位置情報システム（IT－FRENS）とColinsとのシステム接続を行い、H24.5より
運用開始した。

■システム連携のイメージ

IT-FRENS
利用者

荷主・海貨事業者等は、Colins又はIT-FRENSに接続することで、海外港湾～国内港湾～鉄道輸送の貨物の追跡が可能

荷主等利用者

IT FRENS

Colins
貨物位置照会

荷主等
（Colins利用者）

貨物位置照会

IT-FRENS

上海港

港湾内のコンテナ位置情
報・離岸情報

コンテナ
位置情報

博多港周辺の
船舶位置情報

AISシステム

福岡タ駅
各駅 着岸情報

搬出可否情報

博多港

ゲート発着情報

博多港

（JR貨物資料を一部抜粋し
国土交通省作成）
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港湾関連システムの日韓比較

日本 韓国日本 韓国

①NACCS ②Colins ③KL-NET ④KT-NET

港湾手続き
港 続等

○※１ - ○※１ -

電子手続機能

（入出港手続等）
○ ○

通関手続き
（輸出入申告など）

○※１ - - ○※１

ゲート手続き
（コンテナ搬出入手続き）

○※２ - ○ -

船舶位置情報 - ○ ○ -

情報提供機能

船舶位置情報 ○ ○

コンテナ搬出可否情報 ○ ○ ○ ○

コンテナ位置情報 - ○ ○ -

ゲート前混雑情報 - ○ - -
① 輸出入・港湾関連情報処理センター(株)が運営する税関手続、港湾手続システム

② 国土交通省港湾局が運営するコンテナ物流情報提供システム② 国土交通省港湾局が運営するコンテナ物流情報提供システム

③ 韓国の港湾関連システム

④ 韓国の通関関連システム

※１ 日韓共にシングルウィンドウ対応済み※１ 日韓共にシングルウィンドウ対応済み

港湾手続きと通関手続き等、関係する複数のシステムを相互に接続・連携することにより、1回の入力・送信で、
複数の類似手続を同時に行えるようにしたもの。

※２ コンテナ搬出入票の記載項目の統一及びペーパーレスに対応した機能を平成２３年夏に開発し、NACCSに追加。 35



１ 国際物流１．国際物流

国際フェリ 国際ＲＯＲＯ国際フェリー・国際ＲＯＲＯ
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英国・愛国～欧州大陸間の

国際フェリー・国際RORO船航路の現状

日本～対岸諸国間の
国際フェリー・国際RORO船航路
※2006年時点

稚内

コルサコフ

国際フェリー・国際RORO船航路
※2011年10月時点

1.5兆ドル

天津

ウラジオストク
0.4兆ドル

神戸
釜山

東海青島

天津

金沢

石島

馬山光陽 敦賀

1.0兆ドル

5.5兆ドル 0.3兆ドル

志布志

大阪

神戸

博多

下関

境

太倉
上海

光陽

5.9兆ドル
2.3兆ドル

3.3兆ドル

0.8兆ドル

0.2兆ドル

0.5兆ドル

ｽﾍﾟｲﾝへ

2.6兆ドル

兆ドル

国名 GDP（兆ド
ル）

国名 GDP（兆ドル）
英国 ２ ３

凡 例

国際RORO船

国際フェリー

日本 ５．５

中国 ５．９

韓国 １．０

英国 ２．３

ドイツ ３．３

フランス ２．６

ノルウェー・デンマー

出典：国土交通省海事局資料、港湾管理者聞き取り、
MDS-Transmodal CONTAINERSHIP DATABANK 2006 国総研・OCDI分析資料、
IMF ｢World Economic Outlook Database September 2011｣より国土交通省港湾局作成

地図上の金額は
該当国の名目GDP（2010年）

韓国

ロシア １．５

ノルウェ デンマ
ク・オランダ・ベル
ギー・アイルランド

２．２
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◆ 上海 パ ク プレ （SSE）は博多と上海を28時間で結ぶ国際RORO船

国際ＲＯＲＯ船（上海スーパーエクスプレス）による国際複合一貫輸送

◆ 上海スーパーエクスプレス（SSE）は博多と上海を28時間で結ぶ国際RORO船。
◆ 「航空貨物と遜色のないスピード」と「安価な輸送コスト」を兼ね備えたサービスが特長。高付加価値品や速達性
を要する貨物を中心に利用が拡大。

◆ さらに、鉄道や内航輸送との結節により、CO2排出量削減の効果を高め、低炭素輸送システムとしての魅力を向上。

国際複合一貫輸送と航空輸送との比較
SSE の事例：上海～東京国際複合一貫輸送を用いた輸送

鉄道

博多港

内航

国際RORO船 上海スーパーエクスプレス㈱）ホームページより

●輸送時間

上海港 トラック

●輸送時間
・航空輸送での輸送時間：２日間
・複合一貫輸送での輸送時間：４日間
※輸送時間は２日しか変わらない

●輸送コスト（航空輸送を１とした場合）
・複合一貫輸送での輸送コスト：１／１０～１／３
※輸送コストは、航空輸送に比べ極めて安価 38



１ 国際物流１．国際物流

クルーズクル ズ

39



○世界のクルーズ人口は今後も増加する見込み 特に アジア・太平洋地区では 中国を中心に市場が急成長し

クルーズ人口の将来予測

○世界のクル ズ人口は今後も増加する見込み。特に、アジア 太平洋地区では、中国を中心に市場が急成長し
ており、2020年には欧州と同規模の500万人が予測されている。

欧州(圏内人口約５億人)

2009年に490万人(圏内人口の約１％)

2006年より1 000万人(圏内人口の約３％強)で横ばい(世界最大の市場)

北米(圏内人口約3億人)

2006年より1,000万人(圏内人口の約３％強)で横ばい(世界最大の市場)

オセアニア(圏内人口約0.2億人)

アジア(圏内人口約30億人)
(参考：圏内人口の１％は約３千万人)

中国を中心に急成長する市場

(参考：圏内人口の１％は約３千万人)

アジア・太平洋地区のクルーズ人口

出典：長崎県資料より 予測データは「Analysis of Global Cruise Market(Koncept Analytics,2010)」

上記を踏まえ、2020年の予測は500万人(欧州並みの市場)
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船名 船型＜総トン数＞ 船幅 乗客定員

大型化が進むクルーズ船

船名 船型＜総トン数＞ 船幅 乗客定員

飛鳥Ⅱ
（邦船最大のｸﾙｰｽﾞ船）
初就航:1990年

29.6m 872人
全長241m

＜50,142トン＞

満載喫水必要岸壁水深

マスト高
45m

初就航:1990年

Legend of the Seas
（中国発着ｸﾙｰｽﾞで日本に
頻繁に寄港するｸﾙ ｽﾞ船）

32.0m 1,804人

全長241m
7.8m

＜69,130トン＞

9m程度

岸壁

マスト高
50m

頻繁に寄港するｸﾙｰｽ船）
初就航：1995年

, 人

Voyager of the Seas
（2012年 日本に32回寄港

満載喫水
7.7m

＜137,276トン＞

必要岸壁水深
9m程度 全長264m

マスト高
63

50m

（2012年、日本に32回寄港
予定の大型ｸﾙｰｽﾞ船）

初就航：1999年

38.6m 3,114人

Queen Mary 2 ＜148 528トン＞

満載喫水
8.8m

必要岸壁水深
10m程度 全長311m

マスト高

63m

Queen Mary 2
（日本に寄港した最大のｸ
ﾙｰｽﾞ船）

初就航：2004年

41.0m 2,592人

＜148,528トン＞

必要岸壁水深
12m程度

満載喫水
10.3m 全長345m

高
62m

Oasis of the Seas
（世界最大のｸﾙｰｽﾞ船）
初就航：2009年

64.0m 5,400人

＜225,282トン＞

必要岸壁水深
11m程度

満載喫水
9 1m 全長360

マスト高
65m

11m程度 9.1m 全長360m
出典：「クルーズシップコレクション20102011（海事プレス社）」、船社代理店への聞き取り調査を基に国土交通省港湾局作成。

※日本の主な橋梁の桁下高
レインボーブリッジ：52m 横浜ベイブリッジ：55m 関門橋：61m 明石海峡大橋、女神大橋（長崎）：65m
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天津 2ﾊﾞｰｽ【2010年】 仁川 （-8.2～11.8m 延長184～270m）

アジアで進む大型クルーズ船に対応したターミナル整備

日本海

釜山 1ﾊﾞｰｽ（-11.5m 延長360m）【2007年】
★整備中 （80,000ＧＴ級バース）【2013年】

【 】
★整備中（全面供用時6ﾊﾞｰｽ 延長2,000m）

博多 1ﾊﾞｰｽ(-10m 延長270m)

長
★整備中 （100,000ＧＴ級バース）【2014年】

東シナ海上海 3ﾊﾞｰｽ（-9～13m 延長850m）【2008年】 長崎 1ﾊﾞｰｽ(-12m 延長360m)【2009年】

博多 ﾊ ｽ( 0  延長 0 )

済州島 1ﾊﾞｰｽ（-11m 延長195m）
★整備中 1ﾊﾞｰｽ(-12m 延長360m)【2011年】

海 ｽ（ 延長 ）【 年】
★整備中（220,000GT級バース）【2011年】 ※高さ制限65m

厦門 1ﾊﾞｰｽ(-12.4m 延長463m)【2008年】

香港 2ﾊﾞｰｽ（-10m 延長701m）
★整備中 2ﾊﾞｰｽ(-12m 延長850m)【2013年】

那覇 1ﾊﾞｰｽ(-10m 延長340m)【2009年】

ガポ ﾞ

ペナン 2ﾊﾞｰｽ（-10～11m 延長570m）
1ﾊﾞｰｽ(-12m 延長400m)【2010年】

シンガポール 3ﾊﾞｰｽ（-9.4～12.4m 延長730m）※高さ制限52m
★整備中 2ﾊﾞｰｽ(-11.5m 延長720m)【2011年】

出典：各国政府、各港港湾管理者等のＨＰ、文献などに基づき作成
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近年のアジアにおけるクルーズ需要増に伴い 北東アジアにおいて定点クルーズ※を実施するためクルーズ船

外国クルーズ船社の北東アジア地域への展開

近年のアジアにおけるクル ズ需要増に伴い、北東アジアにおいて定点クル ズ※を実施するためクル ズ船
を配船する外国クルーズ船社が登場しており、我が国へのクルーズ船寄港増加の要因となっているとともに、使用
船舶の大型化が進んでいる。

スタ クル ズ社（香港）

※拠点港を起終点として、短期間の行程で一定エリアを定期的に周遊するクルーズ。現在、世界で主流のクルーズ形態。

・1993年：東南アジアを中心にアジアクルーズを開始。

・2007年：前年に休止した那覇・石垣クルーズを「スーパースター・リブラ」(42,276ﾄﾝ；乗客

定員1,480人)で再開。

スタークルーズ社（香港）

那覇那覇

基隆基隆

ｽｰﾊﾟｰｽﾀｰ･ｱｸｴﾘｱｽ

コスタ・クルーズ社（イタリア）

・2011年： 「スーパースター・リブラ」に代わり「スーパースター・アクエリアス」(51,039ﾄﾝ；乗客定

員1,529人) を投入。同船は､台湾発着で那覇、石垣に計69回寄港（12年は75回を予定）。

石垣石垣

日本寄港における主要航路

・2006年：アジアクルーズを開始。

・2009～2010年：「コスタ・アレグラ」(28,597ﾄﾝ；乗客定員784人)、「コスタ・クラシカ」

(52,926ﾄﾝ；乗客定員1,302人)の２隻体制で中国発着クルーズを実施。

・2011年：「コスタクラシカ」１隻体制に変更

タ クル 社（イタリア）

博多博多済州島済州島コスタ・ビクトリア

・2011年：「コスタクラシカ」１隻体制に変更。

・2012年：「コスタ・ビクトリア」（75,166ﾄﾝ；乗客定員1,928人）を投入。同船は、上海発着で

博多や鹿児島などに計55回寄港予定（2012年）。

ロイヤル・カリビアン・インターナショナル社（米国）

上海上海

日本寄港における主要航路

鹿児島鹿児島

・2007年：「ラプソディ・オブ・ザ・シーズ」(78,419ﾄﾝ)でアジアクルーズを開始。

・2009年：「ラプソディ・オブ・ザ・シーズ」 に代わり「レジェンド・オブ・ザ・シーズ」(69,130ﾄﾝ)を投入。

・2010年：外国船社で初の横浜発着アジアクルーズを実施。３千人以上を集客。

ブ ザ ズ

ロイヤル・カリビアン・インタ ナショナル社（米国）

博多博多済州島済州島

ﾎﾞｲｼﾞｬｰ･ｵﾌﾞ･ｻﾞ･ｼｰｽﾞ

・2012年：「ボイジャー･オブ･ザ･シーズ」（137,276ﾄﾝ；乗客定員3,114人）を投入。同船は、

上海発着で博多、長崎、神戸、那覇に計32回寄港予定。「レジェンド・オブ・ザ・シ

ーズ」も含め、日本に約100回寄港予定（2012年）。
※各社の動向については、各社ＨＰや船舶代理店ＨＰの情報に基づく。

上海上海

日本寄港における主要航路
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１ 国際物流１．国際物流

北極海航路とシベリア鉄道北極海航路とシベリア鉄道
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○北極海航路は 欧州と極東を結ぶ代表的な経路『南回り航路』（マラ カ海峡 スエズ運河経由）の６割程度

北極海航路について

○北極海航路は、欧州と極東を結ぶ代表的な経路『南回り航路』（マラッカ海峡、スエズ運河経由）の６割程度
の航行距離であり、商業航路としての経済的効果が大きいと想定される。
○地球温暖化の影響により北極海の海氷が減少し、北極海の国際貿易航路としての可能性が高まっている。

北極海航路

スエズ運河

図 北極域の海氷域面積の年平均値の
南回り航路 マラッカ海峡

北極海航路 約１３ ０００ｋ

■横浜港からハンブルグ港（ドイツ）への航海距離の比較

図：北極域の海氷域面積の年平均値の
経年変化（1979年～2011年）

図：北極域の海氷分布図（2001年8月と2011年8月の比較）

2001年8月10日 2011年8月10日

北極海航路 ： 約１３，０００ｋｍ
南回り航路 ： 約２１，０００ｋｍ
パナマ運河経由 ： 約２３，０００ｋｍ

約6割に
距離短縮

北極海の海氷面積は10年前に比べ、減少傾向にある

＜課題＞砕氷船や耐氷船の使用が必要になることや、保険料の割増し費用が発生。

出典：気象庁ＨＰをもとに国土交通省港湾局作成45



ロシア極東港湾とシベリア鉄道

• シベリア ランド ブリッジ(SLB)はロシア極東港湾で船舶とシベリア鉄道（TSR）を結節• シベリア・ランド・ブリッジ(SLB)はロシア極東港湾で船舶とシベリア鉄道（TSR）を結節
させた、東アジアとヨーロッパ・中央アジア間の国際複合一貫輸送システム。

• 2002年に全線電化、2009年に全線複線化を達成。
• 主な輸送品は石炭・石油であるが、2000年以降、韓国・中国発の貨物を中心に輸送
量が増大しており、2011年の国際コンテナ輸送量は約56万ＴＥＵに達する。

ヘルシンキ

シベリア鉄道(ウラジオストク～モスクワ(9288km)) SLBコンテナ輸送量（2011年）
total  564,000TEU

モスクワ

サンクトペテルブルグ

ロシア極東

ロシアからの輸出

239,300

ロシアへの輸入

279,100

トランジット
45,600

ボストチヌイ

ワニノヨーロッパ各地へ

ウラジオストク

ボストチヌイ

トロイツァ

ナホトカ

タシケントアシガバード

中国・韓国・日本へ
中央アジアへ
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２．安全・安心

ロシアにおけるエネルギー開発
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ロシアにおけるエネルギー開発

出典：北海道庁ＨＰ 48



２．安全・安心

海洋資源
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我が国の海洋をめぐる状況

○国土面積○国土面積
約３８万ｋ㎡（世界第６１位）

○領海 排他的経済水域の面積

第1位 ロシア、第2位 カナダ、第3位 中国、
第4位 米国、第5位 ブラジル

○領海・排他的経済水域の面積
約４４７万ｋ㎡（世界第６位）
国土面積の約１２倍
第1位 米国、第2位 オーストラリア、第3位 インドネシア、
第4位 ニュージーランド 第5位 カナダ

○海岸線延長
約３.５万ｋｍ（世界第６位）

第4位 ニュージーランド、第5位 カナダ

第1位 カナダ、第2位 インドネシア、第3位 グリーンランド、
第 位 シ 第 位 リピ

○輸出入取扱貨物量の海上
輸送依存度（平成２１年）
９９％以上

第4位 ロシア、第5位 フィリピン

９９％以上

○漁獲量（平成２１年）
約５４３万トン（世界第５位）

○海洋エネルギー・鉱物資源
海底熱水鉱床等の鉱物資源、

第1位 中国、第2位 ペルー、第3位 インドネシア、
第4位 米国

（出典）海上保安レポート２０１０

メタンハイドレート等のエネル
ギー資源が分布
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○メタンハイドレートは水分子のカゴ構造の中にメタン分子が閉じ込められた物質

メタンハイドレートとは
○ タン イド トは水分子のカ 構造の中に タン分子が閉じ込められた物質
○メタンハイドレート1立方メートルが分解すると、160~170立方メートル(0℃・1気圧)のメタンガスが発生

○メタンハイドレートは「低温・高圧」の条件で安定な物質であり、自然界では主に極地の永久凍土地帯の地底と、
水深500m以深の海底面下に存在（日本では南海トラフ海域を中心に相当量の賦存が見込まれている）

日本周辺海域における
メタンハイドレート起源ＢＳＲ分布図（2009年）タン イド ト起源 分布図（ 年）

メタンハイドレートを含むコア試料メタンハイドレートの分子構造

※メタンハイドレート海洋産出試験プレス説明会資料より

メタンハイドレート安定領域

※ＢＳＲ（海底擬似反射面）

音波探査によりＢＳＲと呼ばれる特徴的な反射面を確認することによって、
地層中のメタンハイドレートの存在を推定している。 51



メタンハイドレート開発状況
メタンハイドレート開発計画（海洋エネルギー・鉱物資源開発計画、平成21年3月、経済産業省）

フェーズ１（平成１３～２０年度） フェーズ２（平成２１～２７年度） フェーズ３（平成２８～３０年度）

・日本海周辺海域の賦存状況調査
・東部南海トラフ海域の資源量評価

・東部南海トラフ海域での海洋産出試験
・長期陸上産出試験（米国を想定）など

・経済性評価等の総合的検証
・商業化に向けた技術整備など・東部南海トラフ海域の資源量評価

・カナダでの陸上産出試験など
・長期陸上産出試験（米国を想定）など ・商業化に向けた技術整備など

第1回メタンハイドレート海洋産出試験

○実施場所：愛知県沖（第二渥美海丘）

○実施期間：平成24年2月～平成25年8月頃
（平成23年度に事前掘削（平成24年3月実施済）、平
成24年度に産出試験予定）

減圧法とは

○生産井内の水を汲み上げ、地層内の圧力を低下させるこ
とにより、メタンハイドレートを地層中でメタンガスと水に成24年度に産出試験予定）

○産出方法：浮遊式の掘削リグを用いた減圧法

○事業主：経済産業省

り、 タ を 層中 タ 水
分解しメタンガスを回収する

○平成19～20年度の陸上産出試験において世界初の連
続産出に成功（カナダにおいて日本・カナダ共同で実施）

※メタンハイドレート海洋産出試験プレス説明会資料より

減圧法の概念図 52



メタンハイドレートの輸送について

メタンハイドレートの輸送について（資源エネルギー庁、JOGMEC等のヒアリング）

○メタンハイドレートの海洋産出は洋上プラットフォームを活用して行われることが想定され、洋上でメタンガスとして回収する

○メタンガスを洋上プラットフォームから陸上へ輸送する方法は、①パイプラインによる輸送、②LNG船による輸送が候補となる
船 る輸送 場合 存 基地等 輸送が想定される

メタンハイドレ トの輸送について（資源 ネルギ 庁、JOGMEC等のヒアリング）

○LNG船による輸送の場合、既存LNG基地等への輸送が想定される
○LNG基地からは海上・陸上輸送やパイプライン等により発電所や一般消費者まで輸送される

苫小牧港

八戸港

函館港

苫小牧港

仙台塩釜港
新潟港

千葉港

木更津港
川崎港

横浜港
清水港

名古屋港

四日市港堺泉北港

姫路港

高松港
坂出港

水島港広島港

柳井港北九州港

岡山港

高松港

松山港
博多港

長崎港

鹿児島港

大分港

※天然ガスシフト基盤整備専門委員会資料より作成※メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアムHPより

日本国内のLNG基地所在地
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○海底熱水鉱床 ：海底火山の活動に伴う熱水活動によってできた鉱床
銅 鉛 鉛 金 銀等 重金属 構成

海底鉱物資源について

銅、鉛、亜鉛、金、銀等の重金属で構成
○コバルトリッチクラスト：海底の岩盤を皮殻状に覆うマンガン酸化物

マンガン団塊に比べ、コバルトの品位が3倍程度高く、白金が含まれている
○マンガン団塊 ：海底の堆積物上に分布している直径2～15cmの球形ないしは楕円形のマンガン酸化物○マンガン団塊 ：海底の堆積物上に分布している直径2 15cmの球形ないしは楕円形のマンガン酸化物

銅、ニッケル、コバルト等の有用金属が含まれている

日本周辺海域におけるコバルト等の資源分布状況

出典：北西太平洋（日本海周辺海域海底鉱物資源データベース）
〔（独）産業技術総合研究所〕

海底鉱物資源の概要
（独）石油天然ガス・鉱物資源機構資料より 54



２．安全・安心

海洋権益の確保
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・「排他的経済水域及び大陸棚の保全及び利用の促進のための低潮線の保

海洋権益の確保（遠隔離島における活動拠点の整備）

・「排他的経済水域及び大陸棚の保全及び利用の促進のための低潮線の保
全及び拠点施設の整備等に関する法律」が平成22年６月に施行。
本法において、遠隔に位置する離島に船舶の係留、停泊、荷さばき等

が可能となる港湾の施設（特定離島港湾施設）を国土交通大臣が建設・
改良・管理する旨規定改良・管理する旨規定。

・海洋資源の開発・利用、海洋調査等に関する活動が本土から遠く離れた
海域においても安全かつ安定的に行われるよう、特定離島港湾施設（基
本計画において整備内容を明示）の整備を推進

東京から
約1,700km

東京から
約1,950km

約43万k㎡

本計画において整備内容を明示）の整備を推進。

（南 鳥 島）事業期間：平成22年度～平成27年度

（沖ノ鳥島）事業期間：平成23年度～平成28年度

父島から
約1,200km

父島から
約900km

（出典）海上保安庁海洋情報部
のホームページより

沖ノ鳥島

南鳥島

約42万k㎡

（沖ノ鳥島）事業期間：平成23年度～平成28年度

＜南鳥島及び沖ノ鳥島の位置＞

岸壁（延長１６０ｍ・水深８ｍ）
及び泊地（水深８ｍ）及び臨港道路

ホ ジより

1,000ｍ

及び泊地（水深８ｍ）及び臨港道路
（附帯施設を含む）

特定離島港湾施設
整備予定地

イメージ図

岸壁（延長１６０ｍ・水深８ｍ）整備予定地

＜南 鳥 島＞ ＜沖ノ鳥島＞

岸壁（延長１６０ｍ・水深８ｍ）
及び泊地（水深８ｍ）
（附帯施設を含む）
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２．安全・安心

離島の現況
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離島振興対策実施地域の概要

58出典：第７回 国土審議会離島振興対策分科会（2012年2月1日）



離島の人口

59出典：第７回 国土審議会離島振興対策分科会（2012年2月1日）



離島の高齢者比率

60出典：第７回 国土審議会離島振興対策分科会（2012年2月1日）



離島の交通

61出典：第７回 国土審議会離島振興対策分科会（2012年2月1日）



２．安全・安心

船舶の大型化
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船舶の大型化の進展
○大量一括輸送による輸送の効率化を図るため船舶の大型化が進展

船型の例
穀
物

鉄
鉱 石炭

○バルク輸送船舶の大型化

岸壁
水深

対象船舶

船名
同縮尺イメージ

（長さ方向に同縮尺）積載

○コンテナ船の大型化

物 石 炭

パナマックス＜７．４万トン級の例＞

満載喫水必要岸壁水深

水深 （長さ方向に同縮尺）積載
TEU

－10m 1,008
Erawan
Bridge

ポストパナマックス＜１２万トン級の例＞

全長２２５ｍ

満載喫水
12.7m

必要岸壁水深
14m程度

－12m 2,200 Kaedi

ケープサイズ＜１５万トン級の例＞

全長２５０ｍ

満載喫水
15.2m

必要岸壁水深
17m程度－14m 4,211

Ever 
Deluxe

MOL ケ プサイズ＜１５万トン級の例＞

全長２７０ｍ

満載喫水
17.5m

必要岸壁水深
19m程度

－15m 5,896
MOL 
Advant
age

16 7 226
Columb
i

VLOC＜３３万トン級の例＞

必要岸壁水深
23 程度

満載喫水
21 1

－16m 7,226 ine 
Maersk

－18m 14,000
MSC
Daniera

出典：企業ヒアリングより国土交通省港湾局作成

＊1 単位は載貨重量トン（DWT）。
DWT（Dead Weight Tonnage） ： 貨物船に積載可能な貨物等の最大重量トン。主に貨物船の大きさを表す。

＊2 2014年完成予定の新パナマ運河に対応した船舶。 63

全長３４０ｍ
23m程度 21.1mDaniera



現閘門（第１、第２閘門）と第３閘門（新設）との比較第３閘門の新設を中心とするパナマ運河拡張

パナマ運河拡張計画

現閘門（第 、第 閘門）と第 閘門（新設）との比較

船幅
49
船幅
49船幅船幅

現閘門 第３閘門

第３閘門の新設を中心とするパナマ運河拡張
工事により、喫水15.2mの船舶が通行可能に。

大西洋

第３閘門の建設
（再利用水槽併設） 積積積積

49m49m

閘室水深閘室水深 喫水喫水 室水室水

船幅
32.3m
船幅
32.3m

（再利用水槽併設）
33億5,000万ドル

12,000TEU12,000TEU積積
コンテナ船コンテナ船
12,000TEU12,000TEU積積
コンテナ船コンテナ船

4,500TEU4,500TEU積積
コンテナ船コンテナ船
4,500TEU4,500TEU積積
コンテナ船コンテナ船

閘室の幅 33.5m閘室の幅 33.5m
閘室の幅 55m閘室の幅 55m

閘室水深
12.6m
閘室水深
12.6m

喫水
12.0m
喫水
12.0m

喫水
15.2m
喫水
15.2m

閘室水深
18.3m
閘室水深
18.3m

ガツン湖の

第３閘門の各閘室の長さ 427m
通航可能最大船舶の長さ 366m

12,000TEU積 コンテナ船4,500TEU積 コンテナ船

現閘門の各閘室の長さ 305m
通航可能最大船舶の長さ 294m

接続航路の建設

ガツン湖の
水位引上げ
2億6,000万ドル

現航路 拡幅と増深

接続航路の建設
8億2,000万ドル

太平洋

現航路の拡幅と増深
2億9,000万ドル

総事業費 ： 52億5,000万ドル
工期 ： 2007～14年 (平成19～26年)
※インフレ考慮額（5億3,000万ドル含む）

出典：パナマ運河庁資料を基に国土交通省港湾局作成 64



■近年、バルク貨物船は大型化しており、現在、パナマックス級（6～７万DWT）以上の運航隻数が全体の約４割を

バルク貨物船の大型化

9,000隻
隻 バルク貨物船（１万DWT以上）の運航隻数の推移

占めている。

8,699隻

868隻919隻

1,155隻

7,000隻

8,000隻

40%40%
8~16万DWT

16万DWT以上

16万DWT以上

7,782隻

1,435隻

1,479隻

632隻

868隻

418隻

6,000隻

40%40%
6~8万DWT

16万DWT以上

8~16万DWT

6~8万DWT
5,556隻

4 696隻4 636隻
3311%%

188隻 41 隻

1,149隻
1,519隻

592隻
722隻 931隻

1,198隻

1,435隻

291隻 347隻 304隻

304隻109隻 140隻
251隻

4,000隻

5,000隻

21%21% 5~6万DWT
16万DWT以上

16万DWT以上16万DWT以上 8~16万DWT

8~16万DWT8~16万DWT8~16万DWT 6~8万DWT

6~8万DWT6~8万DWT
6~8万DWT

5~6万DWT

5~6万DWT

4,806隻4,696隻4,636隻

950隻
897隻

783隻 802隻
1,036隻 1,235隻

435隻
585隻

808隻 857隻

871隻 840隻

188隻
171隻 103隻 417隻

2,000隻

3,000隻

79%79% 60%60%
3~4万DWT

4~5万DWT
5~6万DWT5~6万DWT5~6万DWT

5 6万DWT

4~5万DWT

4~5万DWT4~5万DWT
4~5万DWT

4~5万DWT

3~4万DWT
3~4万DWT3~4万DWT

3~4万DWT
3~4万DWT

704隻 596隻 493隻 462隻 500隻 430隻

1,367隻 1,238隻 1,133隻 1,098隻 1,240隻 1,173隻

783隻 802隻

隻

1,000隻

1~2万DWT 1~2万DWT 1~2万DWT 1~2万DWT 1~2万DWT 1~2万DWT

2~3万DWT2~3万DWT2~3万DWT2~3万DWT
2~3万DWT

2~3万DWT

隻 596隻 493隻 隻
隻

1990 1995 2000 2005 2010 2011

出典：CLARKSON「The Bulk Carrier Register 2011」より国土交通省港湾局作成※ＤＷＴ（Dead Weight Tonnage）：貨物船に積載可能な貨物等の最大重量トン。主に貨物船の大きさを表す。

船腹区分（DWT） 1～2万 2～3万 3～4万 4～5万 5～6万 6～8万 8～10万 10～12万 12～16万 16万以上
平均的喫水(m) 8.7 9.8 10.5 11.4 12.3 13.5 14.1 14.6 17.0 18.1

万
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○韓国や台湾等では、スケールメリットを活かした大量一括輸送によるコスト削減を目的としてケープサイズ級の

ケープサイズ級（一般炭輸送船）によるアジア主要国への航海数（2010年）

●ケープサイズ級（15万DWT以上）のバルク船による●アジア主要国への一般炭輸送実績（2010年） （万㌧）

超大型船による一般炭の輸入が主流となっている一方、日本はそれらの国々より輸入量が多いにもかかわらず
港湾の水深などが不十分であること等の理由により、ケープサイズ級の超大型船の利用が進展していない。

アジア主要国への一般炭輸送の実績推計（2010年）
●アジア 要国 般炭輸送実績（ 年） （万㌧）

荷揚（輸入）

積出（輸出）

中国
（香港）

インド 日本 韓国 台湾 総計

コロンビア 1 2 3

南アフリカ 12 2 3 12 29

荷揚（輸入）

積出（輸出）

中国
（香港）

インド 日本 韓国 台湾 総計

コロンビア 377 14 201 601

南アフリカ 753 1,874 34 235 275 3,170

インドネシア 6 622 4 148 2 148 4 020 2 265 19 203 南アフリカ 12 2 3 12 29

インドネシア 20 5 7 32

カナダ 18 18

オーストラリア 1 2 6 39 41 89

総計 21 14 13 68 55 171

インドネシア 6,622 4,148 2,148 4,020 2,265 19,203

カナダ 137 265 425 40 868

オーストラリア 1,490 46 8,588 2,881 2,144 15,149

その他 3,301 71 1,847 1,527 581 7,327

総計 12,681 6,138 12,896 9,089 5,515 46,318

34143 301
1,218 12,000

14,000
その他

コロンビア

南アフリカ

12,896
31

70

80
コロンビア

南アフリカ
68

（隻数）

12,681

（万㌧）

265

2,148

753

34

235

377 

14 3,301 

71

972 

6 000

8,000

10,000

南 リ

インドネシア

カナダ

オーストラリア

6,138

18

7

12

2

40

50

60 インドネシア

カナダ

オーストラリア

9,089

5 515

55

8,588 

2 881137

425
40

6,622

4,148

4,020

2,265

1,874
275

210 

71 
163 

2,000

4,000

6,000

39 41

20
512
210

20

30

21
14 13

5,515

1,490 
46 

2,881 2,144 
137

0
中国（香港） インド 日本 韓国 台湾

注）一般炭輸送船の１５万ＤＷＴ以上のケープサイズの航海数を推計するため、荷揚地よりアジア主要国に一般炭を輸送する港湾に限定して抽出を行った。
出典）輸出入量：2011石炭年鑑、IOE Coal Information 2011等／航海数：Lloyd’s List Intelligence船における積出国・荷揚国の船舶動静データから国土技術政策総合研究所推計

1 2 6
512

0
中国（香港） インド 日本 韓国 台湾
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○日本の主要なバルク貨物取扱岸壁は、近隣アジア諸国と比較して整備年が古い傾向にあり、岸壁水深が浅い。
方 近隣 ジ 諸国の同岸壁は 昨今の大型バ ク船の就航に対応し おり 整備年が新しい傾向にある

海外と日本の岸壁水深と整備年の比較

35

【石炭】 【鉄鉱石】
水深（ｍ）

一方、近隣アジア諸国の同岸壁は、昨今の大型バルク船の就航に対応しており、整備年が新しい傾向にある。

(36.0m)35
日本（一般炭：公共）

日本（一般炭：専用）

日本（原料炭：専用）

水深（ｍ）

（36 0m）

25

30

( )
2015年完成予定

25

30

日本（原料炭：専用）

中国

韓国

台湾

（36.0m）
※2015年完成予定

15

20

日本（専用）

中国
(17 3m)

15

20

(14 0 )
(17.3m)

10
1955 1965 1975 1985 1995 2005 2015

韓国

【穀物】
水深（ ）

※海外と日本の主要なバルク貨物取扱港湾における、供用中の最大岸壁
水深とその整備年をプロット

年

(17.3m)

10
1955 1965 1975 1985 1995 2005 2015

(14.0m)
(12.0m)

(13.0m)

（ ）内の数字は、航路、泊地が整備された後に確保される水深

年

15

16

17
水深（ｍ） 水深とその整備年をプロット

ニューオリンズ港
（計画）

→パナマ運河拡張後の最大
船型に対応した岸壁水深

16.8m
※グラフ中（ ）内の数字は、航路、泊地が整備された後に確保される水深

出典：Lloyd‘s Register「Ports&Terminals Guide」、Lloyd‘s「PORTS OF THE WORLD 」、
Shipping Guides「GUIDE TO PORT ENTRY」、国総研資料第525号（平成21年3月）
「北東アジアにおける三大バルク貨物の輸送動向の分析」、企業・船会社等より
ヒアリング、各港湾HPに基づき国土交通省港湾局作成

16.8

12

13

14

日本（公共）

日本（専用）
(14.0m) (14.0m)

海外の整備事例（中国・馬迹山港）
鉄鉱石取扱埠頭
2002年より操業開始
水深26m（2バ ス）

10

11

1965 1975 1985 1995 2005 2015

日本（専用）

中国

韓国

年

(13.2m)

※整備年が不明な神戸港は除く

水深26m（2バース）
（1バース整備済、1バース整備中）
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２．安全・安心

地震・津波対策
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港湾における地震・津波対策の基本的考え方・施策の方針

１ 港湾の津波からの防護
※港湾分科会 防災部会答申（平成２４年６月１３日）

１．港湾の津波からの防護
○防災・減災目標に従った津波防護対策、避難対策の推進
（防潮堤等による背後市街地の防護、最大クラスの津波に対する施設による防護水準確保の検討、港湾に
おける避難対策 避難に係る情報提供シ テムの強化 多重化 等）おける避難対策、避難に係る情報提供システムの強化・多重化 等）

○水門・陸閘等の施設の管理・運用体制の構築
（安全確保を最優先とした管理体制、自動化・遠隔操作化の促進 等）

２．港湾ＢＣＰに基づく港湾の災害対応力の強化
○耐震強化岸壁を核とする港湾の防災拠点の形成
（復旧・復興の拠点となる防災拠点の位置づけ 耐震強化岸壁背後のオープンスペースの確保 等）（復旧 復興の拠点となる防災拠点の位置づけ、耐震強化岸壁背後のオ プンスペ スの確保 等）

○施設や機能の重要度に応じた耐震性・耐津波性の向上
（国際物流ﾀｰﾐﾅﾙ、ｴﾈﾙｷﾞｰ基地など重要度の高い施設の耐震性・耐津波性の向上、粘り強い構造の検討 等）

○液状化対策の検証○液状化対策の検証
（液状化予測技術を確立し港湾の技術基準に反映 等）

３．災害に強い海上輸送ﾈｯﾄﾜｰｸの構築
○海上輸送ﾈｯﾄﾜｰｸの核となる施設における耐震性・耐津波性の向上
（全国的・国際的な観点から重要なﾀｰﾐﾅﾙの対策 等）

○湾域において船舶航行の安全性を確保する対策の推進
（避泊水域や航路配置のあり方の検討 等）

○広域的なバックアップ体制の構築
（最悪のシナリオを考慮した港湾相互のバックアップ体制 等） 69
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港湾運営の民営化港湾運営の民営化
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港湾運営の民営化について

港湾運営に関する業務を一元的に担う港湾運営会社を設立し、民の視点による港湾の一体運営を実施。

港湾運営会社

国又は港湾管理者
により指定

港湾運営に関する業務を 元的に担う港湾運営会社を設立し、民の視点による港湾の 体運営を実施。

財産貸付

行政財産 貸付け 埠 営 務

財産貸付
運営計画に基づき、港湾運営に関する業務
を一元的に担う

料金決定権を確保し、荷主・船社への営業活動

協力支援

行政財産の貸付け 行政財産の貸付け

荷役機械など

埠頭群の運営業務

公設民営

国

港
湾
管
理

・港湾運営会社の提案も
踏まえ、港湾計画を作成

・臨港地区における行為

荷役機械などの整備
に係る支援（税制・無
利子貸付）など

港湾施設
（国・港湾管理者）

荷役機械など
（会社が整備）

公設民営

理
者

監督 監督

臨港 区 おける行為
の届出の特例

流通施設の経営など関連事業は

（国 港湾管理者）

関連事業

料
金

公共性確保のための
チェック

（運営計画・料金変更

公共性確保のための
チェック

（運営計画・料金変更

流通施設の経営など関連事業は
自由に展開

出
資

サ
ー
ビ

利用者（船社等）

金

民間資金

命令・監督命令・大口
株式保有への規制等）

命令・監督命令・大口
株式保有への規制等）

資 ビ
ス
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23年度 26年度 27年度24年度 25年度22年度

港湾運営の民営化スケジュール

3/31
改
正
港
湾

4/1(

港
湾
の
種

改
正
法
施

9/15(

基
本
方
針

改
正
法
施

12/15(

港
湾
運
営

改
正
法
施

12/8
（
港
湾
計

港
湾
分
科

公社民営化 特例港湾運営会社指定 経営統合

湾
法
公
布

種
類
関
係
）

施
行
（そ
の
１
）

針
関
係
）

施
行
（そ
の
２
）

営
会
社
関
係
）

施
行
（そ
の
３
）

画
一
部
変
更
）

科
会

埠頭公社 特例港湾運営会社埠頭会社
【大阪港】

【阪神港】
港湾運営会社

民間出資

H23.4.1 H24年度

民間人トップ
川端芳文社長就任

阪
神
港

埠頭公社 特例港湾運営会社埠頭会社
【神戸港】

港湾運営会社

民間出資：
概ね３割程度を目指す

民間出資民間人トップ

川端芳文社長就任
(H23.6.27 前野村證券顧問）港

【東京港】 特例港湾運営会社指定 経営統合

民間出資民間人トップ
犬伏泰夫社長就任
（H23.4.1 元神戸製鋼所社長）

【東京港】
埠頭会社 特例港湾運営会社

埠頭公社 特例港湾運営会社
【横浜港】

【京浜港】
港湾運営会社

公社民営化
H23.7.26
受皿会社設立京

浜

民間人トップ、民間出資

H24年度

埠頭公社 特例港湾運営会社
港湾運営会社

民間出資：
概ね３割程度を目指す

民間出資

浜
港

72

民間人トップ
髙島正之社長就任
（H24.6.29 元三菱商事副社長）



３．港湾利用・管理

港湾施設の戦略的維持管理
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港湾施設の戦略的維持管理について
【現状及び将来見通し】（老朽化施設の増大） 【港湾施設の維持管理における課題】

• 高度経済成長期に集中的に整備した港湾施設の老朽化が進行し、
今後、供用後50年を経過する施設数が急増。

• 今後も港湾の機能を維持していくためには、適切な維持管理が必要。

• 岸壁、防波堤等の港湾施設については、国が直轄事業で
整備した施設も含め、港湾管理者（地方公共団体等）が
費用を負担して一元的に維持管理を実施。

• 今後 維持補修・改良・更新費の増大が見込まれている各期間に整備した岸壁数と供用後50年を経過する岸壁数の推移

1500

2000

1946年 1951年 1956年 1961年 1966年 1971年 1976年 1981年 1986年 1991年 1996年 2001年 2006年 2011年 2016年 2021年 2026年

1,500

2,000
今後、維持補修 改良 更新費の増大が見込まれている
にもかかわらず、すでに港湾管理者の財政は逼迫しており、
施設を適切に維持管理するための財源が不足。

• このような状況下、維持管理が適切に行われず、施設の
劣化による破損や事故も発生

各期間に整備した岸壁数と供用後50年を経過する岸壁数の推移

2010年
約5％

2030年
約

建設後50年以上を
経過した岸壁

500

1000

500

1,000

劣化による破損や事故も発生。

港湾岸壁 約5000施設

約5％ 約53％

整備岸壁数

00

岸壁の陥没によるクレーンの倒壊事故

【対策】 （維持管理計画（長寿命化計画）の策定等）
（予算支援）

○既存の港湾施設の維持管理計画（長寿命化計画）策定に係る経費について、 効

施設の長寿命化予防保全的な維持管理へ転換

改良工事
（コスト小）○既存の港湾施設の維持管理計画（長寿命化計画）策定に係る経費について、

原則５年間（平成20年度から平成24年度）の予算制度化

（技術基準の整備）

○技術基準省令を改正し、計画等に基づく適切な維持を規定

効
用
・
性
能

標準的供用限界

（コスト小）

抜本的な
更新工事
（コスト大）

（技術的支援）

○港湾の施設の維持管理計画書作成の手引き、維持管理技術マニュアルを作成

○研修・資格制度を整え、専門技術者の育成を促進 予防保全的な維持管理による施設の長寿命化の概念図

標準的供用限界

供用期間

当初のライフサイクル（設計供用期間）
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３．港湾利用・管理

コンテナ輸送の効率化対策
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コンテナ輸送の効率化のためのソフト対策
○スーパー中枢港湾施策等によるハード、ソフト一体となった取り組みの実施により、コンテナ取扱料金は２割程度

金 際 較 成 ド 減

の削減、リードタイムも１日程度にまで短縮を達成。

○ さらなる、港湾サービスの高度化を図るため、平成21年度から平成23年度まで「モデル事業」として官民連携した
取り組みを実施。

取扱料金の国際比較（平成20年）
（４０フィートコンテナ１個あたり 京浜港＝１００）

150 平成13年 22 6 31 0 4 9

入港～搬入 搬入～申告 申告～許可

リードタイムの削減

100

150

１００

７９

２割弱低減
（H12年度比）

約１割低減
（H12年度比）

同程度
（H12年度比）

８５

平成13年

平成16年

平成18年3月

平成21年3月

22.6

19.7

18.4

31.0

30.8

29.5

4.9

4.4

3.1

50

６９ ５９

平成21年3月

(AEO利用以外)

（AEO利用以外、除く週末）

（ＡＥＯ利用）

17.7

14.0

13.2

28.7

12.4

22.8

3.0

1.3

0.1

0
京浜港 高雄港 釜山港 シンガポール港 釜山新港

（H18年供用） 0 20 40 60 80

（ＡＥＯ利用、除く週末） 11.7 10.7

0.1

京浜港におけるコンテナ取扱料金は、
平成20年度までに２割程度削減

リードタイム（船舶の入港から貨物の引き取りが可能となる
までの時間）も、平成20年度までに１日程度にまで短縮までの時間）も、平成20年度までに１日程度にまで短縮

さらなる、サービスの高度化を図るため、「モデル事業」として官民連携での取り組みを実施した。

内航をはじめとする ダ 網 抜本的な強化による広域から 貨物集約 推進・ 内航をはじめとするフィーダー網の抜本的な強化による広域からの貨物集約の推進

・ゲートオープン時間拡大による24時間化の推進、貨物積替円滑化支援施設整備などその他荷主サービスの向上
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３．港湾利用・管理

コンテナ輸送の流れ
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【輸入】

モノの流れに沿った物流事業関係者（コンテナの場合）

タ
ー

オ
ペ

（
港 陸 倉 荷

バ
ン

オ
ペタ

（
港

※1 ※2

船
社

ー
ミ
ナ
ル

ペ
レ
ー
タ
ー

港
運
）

陸
運

倉
庫

荷
主

ン
プ
ー

ルペレ
ー

タ
ー

港
運
）

海貨（乙仲）船舶代理店

工場 空バンプール倉庫

■海貨・NVOCCの手続き

コンテナターミナル

：荷主から委託され輸出入貨物の上屋への搬出入、荷渡し等を実施する業者
※4

【輸出】

海貨（乙仲）

NVOCC

船舶代理店

■船社（代理店）の手続き
積荷目録一覧表（税関）

・・・輸送主体

手続主体

：自ら輸送手段を持たない利用運送事業者。
（Non Vessel Operating Common Carrier ）

①・動植物検疫（農水省）
・食品検査（厚労省）
・薬事法関係（厚労省）
・見本特だし、内容点検、
改装仕分け、廃棄滅却申請
（税関）

②輸入申告（税関）

※3

荷 委託され輸出入貨物 屋 搬出入、荷渡 等を実施する業者

【凡例】

【輸出】

荷
主

倉
庫

陸
運

船
社

・・・手続主体

タ
ー
ミ
ナ
ル

オ
ペ
レ
ー
タ

（
港
運
）

バ
ン
プ
ー
ル

オ
ペ
レ
ー
タ

（
港
運
）

②輸入申告（税関）

工場空バンプール

ルタ
ール

タ
ー

ナタ ミナ倉庫工場空バンプ ル

船舶代理店

コンテナターミナル

海貨（乙仲）
■海貨・NVOCCの手続き
①・動植物検疫（農水省）
・食品検査（厚労省）
・薬事法関係（厚労省）

倉庫

※1 ステベとも言う
※2 ドレージ業者とも言う
※3 NVOCCはフォワーダーとも呼ばれる。
※4 戦前の海運組合法で、定期船貨物の取次をする仲介業者を乙種海運仲立業（乙仲）と区分され
ていたことに由来する。

・見本特だし、内容点検、
改装仕分け、廃棄滅却申請
（税関）

②・輸出申告（税関）
・コンテナ扱い申請書（税関）

NVOCC
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船社 港運 陸運 倉庫 海貨（乙仲） NVOCC 船舶代理店 荷主

法律
事業
(免許等)

海上運送法
・外航貨物定期航
路事業（届出）

港湾運送事業法
・元請：一般港湾運
送事業（許可）
・下請：港湾荷役事

一般貨物自動車運
送事業法
・一般貨物自動車運
送事業（許可）

倉庫業法
・倉庫業
（登録）

港湾運送事業法
・海運貨物取扱業限
定の一般港湾運送事
業（許可）

貨物利用運送事業
法
・貨物利用運送事業
（許可）

海上運送法
・海運代理店業
（届出） －

業（許可）

各種協会 ・日本船主協会
・外国船舶協会
等

・日本港運協会
等

・全日本トラック協会
等

・日本倉庫協会
等

・日本海運貨物取扱
業会
等

・日本インターナショ
ナルフレイトフォワー
ダーズ協会

・日本船舶代理店協
会
・外航船舶代理店業

・日本経済団体連
合会
・日本機械輸出組

等 協会
等

合
・日本貿易会
等

主な
企業 上組、日本通運、日新、山九、名港海運、住友倉庫、三菱倉庫、日本トランスシティ、辰巳商会 等

日本郵船
商船三井
川崎汽船
マースク
APL

大森廻漕店、バンテック等

新興海陸運輸、二葉 等
APL
エバーグリーン
韓進海運
COSCO
OOCL
等

NYKロジスティクス

トレーディア 等

ﾆﾁﾚｲﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ
ｽ、ｷｮｸﾚｲ、
山手冷蔵

日本ｺﾝﾃﾅ輸送
国際ｺﾝﾃﾅ輸送

鈴

内外ﾄﾗﾝｽﾗｲﾝ
ｾｲﾉｰﾛｼﾞｽﾃｨｯｸｽ
ﾄ ﾅ

明正
内外日東
日成

ジャパン、商船三
井ロジスティックス
等

山手冷蔵
等

鈴江ｺﾝﾃﾅﾄﾗﾝｽ
ﾎﾟｰﾄ
藤木陸運
等

ﾄﾗﾝｽｺﾝﾃﾅ
信永海運
等

日成
等
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海洋再生可能エネルギーへの取り組み

国内における再生可能エネルギーの利用・促進の
ニーズの高まり

背景

• 二酸化炭素の削減目標
• 福島第一原発のトラブル

我が国の
発電端
電力量
年度福島第 原発のトラブル

• 国産エネルギーの活用 化石燃料: 60 %
原子力： 30 % 
新エネルギー: 1 2%

2010年度

海洋の新しいエネルギー源
海 潮流 海洋 度差 等

新エネルギ :   1.2%
データ: 「エネルギー白書2011」

風力、波力、海・潮流、海洋温度差 等

波力風力 潮流

(Lunar Energy社)（茨城県神栖市）

82
出典：総合海洋政策本部

（酒田港）



海洋における炭素固定（ブルーカーボン）

ブル カ ボン

【背 景】
・これまで海洋における炭素固定は見過ごされてきた。

ブルーカーボン

（海面下は認識しにくい、植生のある沿岸域は限られている等
のため）

・しかし、2009年10月に国連環境計画（UNEP）の報告書
『BLUE CARBON』にて海洋吸収の重要性が指摘された『BLUE CARBON』にて海洋吸収の重要性が指摘された。
◇陸より海の方が炭素を固定（３：７）
◇海表面の0.2%しかない沿岸域で50%以上を固定
・四方を海に囲まれた日本にとって、沿岸生態系による炭素固定
効果は大きく、その評価方法や技術開発の確立が重要である。

沿岸生態系による炭素固定能力

定
速
度

/y
ea

r）

17.3

15

20

・熱帯雨林より高い炭素固定能力を持つ。
（沿岸域における炭素固定速度は、最大で熱帯雨林の

炭
素
固
定

（t
on

C
/h

a/

6.8
4.6

6.5

1.8 1.0
5

10

1.2

２～１７倍）

※（独）港湾空港技術研究所の試算、
UNEP報告書「BLUE CARBON」より

干潟微細藻
（港空研）

アマモ
（港空研）

塩性湿地
（UNEP）

マングローブ
（UNEP）

海草場
（UNEP）

熱帯雨林
（UNEP）

0
温帯混合林
（森林総研）

83



港湾における洋上風力発電の導入円滑化のための取組

○現在の国内における洋上風力発電は 瀬棚港 鹿島港 酒田港周辺海域のみ○現在の国内における洋上風力発電は、瀬棚港、鹿島港、酒田港周辺海域のみ。

○近年の風力発電の大規模化等から、大規模風力発電事業（ウインドファーム）に適した水域への導入ニーズが
高まっており、その中でも最初の受け皿として、公物管理主体が明確な港湾区域が注目されている。

○上記ニ ズに対応しつつ 無秩序な開発を避け本来の港湾機能との共生を図るため その導入手順等に○上記ニーズに対応しつつ、無秩序な開発を避け本来の港湾機能との共生を図るため、その導入手順等に
ついて環境省と連携して検討を行い、マニュアルを策定。

港湾における洋上風力発電の設置事例 港湾における風力発電導入の手順（案）

瀬棚港
600kW×2基

事業ニーズの伝達

地域住民港湾管理者風力発電事業者 関係機関

必要に応じて情報提供
風力発電導入検討の発意

協議会設置に関する協議
意見聴取
・縦覧
・パブリックコメント

ケ グ 検討支援

諮問

答申

検討支援
適地の検討

港湾計画等への
位置付け

導入事業の
内容検討

地方港湾
審議会

各段階で地域住民

パブリックコメント
・説明会 等

交通政策
審議会

○
○
港
再
生
可
能

港湾計画変更の
場合は公示

※交通政策審議会に
諮るのは「改訂」と
「一部変更」の場合

鹿島港

2 000kW×7基
事業者の選定

検討支援

検討支援

マーケットヒアリング 検討支援 内容検討

公募要件の作成

公募
応募

各段階で地域住民
の意見を確認し、
事業実施に反映

エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
検

選定

意見聴取
・縦覧
・パブリックコメント
・説明会 等・風況観測調査

環境影響評価2,000kW×7基
事業者の選定

事業化の決定

許認可等手続の円滑化

詳細条件協議

検
討
協
議
会
（
仮
称
）

選定・環境影響評価

事業化に向けた詳細検討
（航行安全対策等）
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占用許可決定

施設設置

発電開始

占用許可

モニタリング フォローアップ

）建築確認


